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※本書の利用にあたって 

 
 尼崎市の６地区は下図のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

 
【参考】６地区にある鉄道駅 

 ・中央：［阪神］出屋敷・尼崎・大物 

 ・小田：［ＪＲ］尼崎 ［阪神］杭瀬 

 ・大庄：［阪神］武庫川・尼崎センタープール前 

 ・立花：［阪急］塚口 ［ＪＲ］立花 

 ・武庫：［阪急］武庫之荘        

 ・園田：［阪急］園田 ［ＪＲ］塚口・猪名寺 

 

 
 本報告書掲載の図表では、人口減少数、転出数、転出超過数等にはマイナスの符号を付した。 

 

 
  

地区界 
 
用途地域 
第 1 種低層住居専用地域 
第 1 種中高層住居専用地域 
第２種中高層住居専用地域 
第 1 種住居地域 
第２種住居地域 
準住居地域 
近隣商業地域 
商業地域 
準工業地域 
工業地域 
工業専用地域 
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Ⅰ 人口及び世帯 
１ 人口 

（1）全市 

令和４年度末（令和５年３月31日現在。以下、同様。）における尼崎市の人口は、３

年連続で減少し、458,313人となった。最近５年間の推移をみると、平成30年度末より

1.0%減少（▲4,621人）した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）地区別 

令和４年度末における人口は、立花地区（107,051人）、園田地区（97,916人）、武庫

地区（75,397人）の順で多く、北部３地区が南部３地区より多い。また、前年度末と

比べて、園田地区が0.5％増加（450人）、小田地区が0.3%増加（201人）となった。 

最近５年間で人口が増加したのは園田地区で、平成30年度末より1.7％増加（1,618

人）した。ほか５地区は減少し、このうち大庄地区が4.0%減少（▲2,136人）と、減少

率が最も高い。 
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２ 世帯数及び１世帯当たり人員 

（1）全市 

令和４年度末における尼崎市の世帯数は240,821世帯である。世帯数は増加が続い

ており、平成30年度末に比べ2.8％増加（6,563世帯）した。 

１世帯当たり人員は1.90人となり、平成30年度末より0.08人減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）地区別 

令和４年度末における世帯数は、立花地区（56,492世帯）、園田地区（49,627世帯）、

小田地区（39,157世帯）の順で多い。また、大庄地区をのぞく５地区で、平成30年度

末より世帯数が増加した。増加率が最も高いのは園田地区で、5.0％増加（2,344世帯）

である。 

１世帯当たり人員は、６地区とも減少し、令和４年度末において、2.00人以上とな

ったのは武庫地区（2.00人）のみである。 
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３ 年齢別人口 

（1）年齢３区分別人口 

①全市 

令和４年度末における0～14歳人口（年少人口）は51,575人、15～64歳人口（生産年

齢人口）は280,867人、65歳以上人口（老年人口）は125,871人である。 

平成30年度末と比べると、0～14歳人口は4.5％減少（▲2,455人）、15～64歳人口は

0.2％減少（▲627人）、65歳以上人口は、1.2％減少（▲1,539人）となった。 

 

 
 

 

 

②地区別 

令和４年度末の 0～14 歳人口は、園田地区（12,573 人）、立花地区（11,576 人）、武

庫地区（9,280 人）の順で多い。園田地区は、令和元年に立花地区を上回り、最多とな

った後も増加が続き、平成 30 年度末と比べて 2.8％の増加（341 人）となった。ほか

５地区では減少し、減少率は、平成 30 年度末比で中央地区 11.7％（▲588 人）、大庄

地区 8.4％（▲473 人）、立花地区 7.2％（▲893 人）の順で高くなっている。 

次に、15～64歳人口をみると、令和４年度末は、立花地区（66,241人）、園田地区

（61,959人）、武庫地区（46,229人）の順で多い。平成30年度末と比べると、園田地区

が2.0％増加（1,225人）、立花地区が0.1％増加（88人）し、中央地区は横ばいとなっ

た。ほか３地区は、大庄地区で2.9％（▲877人）、武庫地区で1.4％（▲672人）、小田

地区で0.9％（▲399人）の減少となった。 

65歳以上人口は、令和４年度末において、立花地区（29,234人）、園田地区（23,384

人）、小田地区（21,196人）の順で多い。平成30年度末と比べると、武庫地区、園田地

区をのぞく４地区で減少し、大庄地区4.6％（▲786人）、小田地区2.7％（▲589人）の

順で減少率が高かった。 
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（2）年齢３区分別人口構成比 

①全市 

令和４年度末における年齢３区分別人口の割合をみると、0～14歳人口は平成30年

度末より0.4ポイント低下して11.3％、15～64歳人口は0.5ポイント上昇して61.3％、

65歳以上人口は横ばいの27.5％となった。 

 

②地区別 

令和４年度末の0～14歳人口の割合は、園田地区（12.8%）、武庫地区（12.3%）、小

田地区（11.4%）の順に高い。一方で、中央地区（8.5％）が最も低く、１割を下回っ

ている。 

15～64歳人口は、園田地区（63.3%）で最も高く、大庄地区（58.0％）で最も低い。 

65歳以上人口は、大庄地区（31.9%）、中央地区（30.2%）では３割を超えている一

方で、園田地区（23.9%）が６地区のなかで特に低くなっている。 
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平成30年度末と比べると、0～14歳人口の割合は、園田地区のみ上昇（0.1ポイント）

して12.8％となった。一方、低下した５地区のなかでは、中央地区（▲1.0ポイント）、

立花地区（▲0.7ポイント）、武庫地区（▲0.5ポイント）が、全市を超える減少幅とな

った。 

15～64歳人口の割合は、武庫地区が唯一、低下（▲0.1ポイント）している。 

65歳以上人口の割合は、武庫地区、立花地区で上昇し、このうち武庫地区の上昇幅

（0.6ポイント）が最も大きい。 
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資料：尼崎市の人口（住民基本台帳人口） 



 

9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：尼崎市の人口（住民基本台帳人口） 
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資料：尼崎市の人口（住民基本台帳人口）  
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資料：尼崎市の人口（住民基本台帳人口） 
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資料：尼崎市の人口（住民基本台帳人口） 
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資料：尼崎市の人口（住民基本台帳人口）  
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４ 在留外国人の人口及び世帯数 

（1）人口 

①全市 

令和４年度末における在留外国人人口は、12,368人である。前年度末より6.6％の増

加（767人）、平成30年度末と比べると7.8％の増加（900人）となった。 

 

 
 

 

 

②地区別 

令和４年度末における人口は、立花地区（2,455人）、園田地区（2,269人）、中央地

区（2,061人）の順で多い。また、６地区とも前年度末より増加している。 

平成30年度末と比べると、武庫地区をのぞく５地区で増加となり、なかでも、園田

地区は17.3％増加（335人）、中央地区は10.5％増加（195人）と、増加率が高い。 
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（2）世帯数及び１世帯当たり人員 

①全市 

令和４年度末における在留外国人世帯数は、8,022世帯となり、前年度末と比べて

10.0％増加（727世帯）した。また、平成30年度末に比べて13.6％増加（960世帯）し

た。 

１世帯当たり人員は、令和４年度末で1.54人と、前年度末より0.05人減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地区別 

令和４年度末の世帯数は、立花地区（1,544世帯）、園田地区（1,507世帯）、中央地

区（1,361世帯）の順で多い。 

平成30年度末に比べると６地区とも増加し、なかでも、園田地区で23.0％増加（282

世帯）、中央地区で17.6％増加（204世帯）、立花地区で15.0％増加（201世帯）、小田地

区で12.6％増加（129世帯）と、４地区で１割以上の増加となった。 

１世帯当たり人員は、立花地区・武庫地区（ともに1.59人）、大庄地区（1.55人）の

順で高い。最近５年間の推移をみると、６地区とも減少傾向にある。 
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Ⅱ 人口動態 
１ 人口増減 

（1）全市 

令和４年（暦年１年間。以下同様。）は、前年より1,253人減少した。令和４年の増

減の内訳をみると、自然動態は2,578人の減少、社会動態は1,325人の増加となった。 

 

 
 

 

 

（2）地区別 

令和４年は、園田地区（666人）、小田地区（105人）で人口が増加した。ほか４地区

では減少し、減少数は、大庄地区（▲708人）、武庫地区（▲473人）、中央地区（▲458

人）、立花地区（▲385人）の順で多かった。 
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２ 自然動態 

（1）全市 

尼崎市の出生数は3,600～3,700人台で推移していたが、令和４年は前年より7.3％減

少（▲265人）して3,367人となった。死亡数は増加が続き、令和４年は前年より5.7％

増加（320人）して5,945人となった。 

そのため、令和４年は2,578人の自然減となり、減少幅は前年より29.4％拡大（▲585

人）した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）地区別 

令和４年の出生数は、園田地区（907人）、立花地区（775人）、武庫地区（578人）の

順となり、北部３地区が多かった。死亡数は、立花地区（1,284人）、園田地区（1,104

人）、小田地区（1,100人）の順で多かった。 

令和４年は６地区とも死亡数が出生数を上回り、自然減となった。減少数は、小田

地区（▲585人）が最も多く、中央地区、立花地区も500人を超えている。 

最近５年間の推移をみると、園田地区は令和３年より減少に転じ、ほか5地区は減少

が続いており、いずれも減少幅が拡大傾向にある。 
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３ 社会動態 

（1）全市 

転入数は、令和３年以前は減少が続いていたが、令和４年は前年より12.9％増加

（2,248人）して19,645人となった。転出数は、令和３年に18,000人台に増加し、令和

４年も前年より1.3％増加（244人）して18,320人となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）地区別 

①社会増減 

令和４年は、中央地区、小田地区、立花地区、園田地区で社会増、ほか２地区は社

会減となった。増加数は園田地区（863人）が最も多く、小田地区（690人）、立花地区

（124人）の順で多くなっている。 

また、社会増減数の内訳をみると、令和４年は、小田地区、園田地区は転入超過で

市内間増減（市内間転居による増減のこと。）も増加している。中央地区、立花地区は

転入超過だが、市内間増減は減少、大庄地区、武庫地区は転出超過で市内間増減も減

少となった。 
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②転入出 

令和４年の転入数は、園田地区（4,813人）、立花地区（4,444人）、小田地区（3,476

人）の順で多くなっている。平成30年からの増減率が大きい地区をみると、小田地区

は20.2％増加（583人）、立花地区は4.6％増加（196人）しており、武庫地区は11.9％

減少（▲386人）、大庄地区は4.5％減少（▲84人）している。 

令和４年の転出数は、園田地区（4,238人）、立花地区（4,144人）、武庫地区（3,004

人）の順で多くなっている。最近５年間の推移をみると、武庫地区をのぞく５地区で

増加傾向にある。 

転入出差をみると、令和４年は、大庄地区、武庫地区をのぞく４地区で転入超過と

なり、特に、小田地区では 590 人、園田地区では 575 人と転入超過数が多くなってい

る。 
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４ 単身世帯の社会動態 

（1）全市 

転入数は、令和２年から２年連続で減少したが、令和４年は前年より12.5％増加

（1,456世帯）して13,136世帯となった。転出数は増加傾向にあり、令和４年は前年よ

り4.9％増加（530世帯）して11,439世帯となった。 

社会増減数をみると、社会増が続いており、増加幅は令和２年から２年連続で縮小

したが、令和４年は前年より120.1％拡大（926世帯）して1,697世帯となった。 
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（2）地区別 

①社会増減 

令和４年の社会増減数をみると、大庄地区で81世帯の社会減、ほか５地区は社会増

となり、増加数は、園田地区（590世帯）、小田地区（447世帯）、立花地区（443世帯）

の順で多くなっている。 

また、社会増減数の内訳をみると、令和４年は、中央地区、小田地区、園田地区で

は転入超過で市内間増減も増加となった。立花地区、武庫地区では転入超過だが、市

内間増減は減少しており、大庄地区は転出超過で市内間増減も減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②転入出 

令和４年の転入数は、立花地区（3,160世帯）、園田地区（3,010世帯）、小田地区（2,151

世帯）の順で多く、また、６地区とも、平成30年に比べ増加している。 

令和４年の転出数についても、立花地区（2,669世帯）、園田地区（2,511世帯）、小

田地区（1,784世帯）の順で多く、また、６地区とも、平成30年に比べ増加している。 

転入出差をみると、令和４年は、大庄地区をのぞく５地区で転入超過となった。転

入超過数は、園田地区（499世帯）、立花地区（491世帯）、小田地区（367世帯）の順で

多くなっている。 
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５ 二人世帯の社会動態 

（1）全市 

転入数は、減少が続いていたが、令和４年は、前年より17.9％増加（262世帯）して

1,722世帯となった。転出数は令和２年に1,200世帯を下回ったものの、令和３年に再

び1,300世帯を超え、令和４年は前年より3.1％減少（▲42世帯）して1,326世帯となっ

た。 

社会増減数をみると社会増が続いており、令和４年の増加幅は、前年に比べ330.4％

拡大（304世帯）して396世帯となった。 
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（2）地区別 

①社会増減 

令和４年の社会増減数をみると、武庫地区（▲27世帯）は社会減、ほか５地区は社

会増となり、園田地区（178世帯）、小田地区（166世帯）、大庄地区（39世帯）の順で

多くなっている。最近５年間の推移をみると、中央地区、小田地区、立花地区、園田

地区で社会増が続いており、特に、令和４年は、前年と比べて小田地区で158世帯、園

田地区で136世帯の増加となった。一方で、武庫地区は41世帯の減少となった。 

社会増減数の内訳をみると、令和４年は、小田地区、大庄地区、園田地区では転入

超過で市内間増減も増加しており、中央地区、立花地区では、転入超過だが、市内間

増減は減少している。武庫地区は転出超過で市内間増減も減少となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②転入出 

令和４年の二人世帯の転入数は、園田地区（465世帯）、小田地区（387世帯）、立花

地区（348世帯）の順で多くなっている。最近５年間の推移をみると、６地区とも転入

数は減少傾向にあったが、令和４年は、小田地区、大庄地区、立花地区、園田地区は

前年に比べて増加した。 

転出数は、園田地区（319世帯）、立花地区（284世帯）、武庫地区（262世帯）の順で

多くなっている。平成30年と比べると小田地区のみ増加している。 

転入出差をみると、令和４年は、武庫地区をのぞく５地区で転入超過となった。こ

のうち、小田地区（157世帯）、園田地区（146世帯）で転入超過数が大幅に増加した。 
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６ 三人以上世帯の社会動態 

（1）全市 

転入数は、減少を続けていたが、令和４年は、前年より11.9％増加（91世帯）して

857世帯となった。転出数は、令和元年から２年連続で減少したが、令和３年は1,193

世帯に増加し、令和４年は5.3％減少（▲63世帯）したものの1,130世帯となった。 

社会増減数をみると、令和４年は転入数が増加、転出数が減少した結果、273世帯の

社会減となり、減少幅が縮小した。 
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（2）地区別 

①社会増減 

令和４年の社会増減数をみると、６地区とも社会減となり、立花地区（105世帯）、

武庫地区（50世帯）、中央地区（47世帯）の順で減少している。最近５年間の推移をみ

ると、中央地区は令和２年以降、社会減となり、ほか５地区も社会減の傾向にある。

このうち、小田地区、武庫地区、園田地区では、令和４年の減少幅が前年より縮小し

た。 

また、令和４年の社会増減数の内訳をみると、６地区とも転出超過であり、市内間

増減は、小田地区、武庫地区、園田地区で増加した。 
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②転入出 

令和４年の転入数は、園田地区（245世帯）、武庫地区（166世帯）、立花地区（164

世帯）の順で多くなっている。また、前年と比べると、中央地区、大庄地区は減少し、

平成30年と比べると、小田地区のみ増加し、ほか５地区では減少した。 

令和４年の転出数は、園田地区（296世帯）、立花地区（248世帯）、武庫地区（219

世帯）の順で多くなっている。最近５年間の推移でみると、立花地区、武庫地区では

減少傾向にある。 

また、転入出差をみると、令和４年は６地区とも転出超過となっている。転出超過

数は立花地区（▲84世帯）、武庫地区（▲53世帯）、園田地区（▲51世帯）の順で多く、

小田地区、立花地区、武庫地区、園田地区では、前年に比べて減少した。 
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７ 年齢別及び転入元・転出先別の移動数 

（1）年齢別の移動数 

令和４年における年齢10歳階級別の転入出をみると、20～29歳は転入数が7,913人、

転出数が6,561人とともに突出して多く、次いで、30～39歳で転入数が4,028人、転出

数が4,075人と多くなっている。 

社会増減数をみると、令和４年は、20～29歳（1,352人）、50～59歳（253人）、10～

19歳（99人）、40～49歳（28人）の順で社会増となっている。一方で、0～9歳（▲540

人）、60歳以上（▲252人）、30～39歳（▲47人）の順で社会減となっている。 

社会増減数を平成30年と比べると、両年とも社会増である20～29歳は増加幅が293

人の縮小となり、10～19歳及び40～49歳もともに縮小し、50～59歳は142人の拡大と

なった。両年とも社会減の0～9歳では、減少幅が69人の拡大となった。また、30～39

歳及び60歳以上は社会増から社会減に転じた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）転入元・転出先別の移動数 

主な転入元別に転入数をみると、令和４年は、大阪市（2,946人）、神戸市（1,949人）、

東京圏（1,595人）の順で多い。平成30年と比べると、転入数が増加したのは、大阪市

（223人）、神戸市（158人）、豊中市（85人）で、減少したのは、西宮市（▲48人）、伊

丹市（▲37人）、宝塚市（▲34人）、東京圏（▲24人）、明石市（▲23人）である。 

主な転出先別の転出数は、令和４年は、大阪市（2,737人）、東京圏（1,999人）、神

戸市（1,388人）の順で多い。平成30年と比べると、転出数が増加したのは、大阪市（215

人）、西宮市（191人）、神戸市（97人）、豊中市（66人）、明石市（47人）で、転出数が

減少したのは、東京圏（▲204人）、伊丹市（▲178人）、宝塚市（▲57人）である。 
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社会増減数をみると、令和４年に転入超過となったのは、神戸市（561人）、大阪市

（209人）、西宮市（103人）、豊中市（32人）、宝塚市（13人）である。また、平成30

年に転入超過であった明石市は転出超過となり、転出超過であった宝塚市は転入超過

となった。 
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Ⅲ ファミリー世帯の社会動態 
１ 社会動態 

（1）全市 

ファミリー世帯（本報告書では、世帯主と５歳未満の子どもがいる世帯を指す。）の

社会動態をみると、令和４年は、転入数が前年より7.5％増加（43世帯）して614世帯、

転出数が1.9％減少（▲18世帯）して931世帯となった。転出数が転入数を上回って317

世帯の社会減となった。 

また、社会増減数の推移をみると、最近５年間は社会減にあり、減少数は拡大が続

いていたが、令和４年は減少幅が前年より16.1％（▲61世帯）縮小した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）地区別 

①社会増減 

令和４年の社会増減数をみると、６地区すべてで社会減となり、減少数は立花地区

（▲83世帯）、武庫地区（▲68世帯）、中央地区（▲46世帯）の順で多い。最近５年間

の推移をみると、中央地区は社会増から社会減に転じ、減少数は年々拡大している。

ほか５地区ではおおむね社会減が続いているが、令和４年は、小田地区、立花地区、

園田地区で、前年に比べ減少数の縮小がみられた。 

また、社会増減数の内訳として転入出差をみると、最近５年間では、６地区ともお

おむね転出超過となっている。市内間増減をみると、令和４年は、中央地区、小田地

区では、前年から引き続き減少となっており、立花地区では、平成30年から続いてい

た市内間増減の減少が、増加へと転じている。 
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②転入出 

令和４年の転入数は、園田地区（192世帯）、立花地区（118世帯）、小田地区（106

世帯）の順で多く、最近５年間を通してみると、中央地区、立花地区、武庫地区は減

少傾向にある。また、令和４年の転出数は、園田地区（246世帯）、立花地区（203世

帯）、武庫地区（183世帯）の順で多く、最近５年間を通してみると、立花地区、武庫

地区では転出数が減少傾向にある。 

転入出差をみると、令和４年は６地区で転出超過となり、超過数は立花地区（▲85

世帯）、武庫地区（▲78世帯）、園田地区（▲54世帯）の順で多い。また、小田地区、

立花地区、園田地区は、前年に比べて転出超過数が縮小し、中央地区、大庄地区、武

庫地区では拡大した。 
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２ 転入元・転出先別の移動数 

主な転入元別に転入数をみると、令和４年は、大阪市（122世帯）、東京圏（77世帯）、

神戸市（49世帯）の順で多くなっている。最近５年間では、西宮市、伊丹市は、転入

数が減少傾向にある。東京圏は減少が続いていたが、令和４年に増加に転じた。 

主な転出先別に転出数をみると、令和４年は、伊丹市（▲101世帯）、西宮市（▲97

世帯）東京圏（▲85世帯）の順で多い。最近５年間では、西宮市、明石市への転出数

が増加傾向にある。 

転入出差をみると、令和４年は、大阪市に対しては転入超過（63世帯）、そのほかの

市や地域に対しては転出超過となっている。転出超過数は、伊丹市（▲76世帯）、西宮

市（▲49世帯）、神戸市（▲24世帯）の順で多い。最近５年間の推移をみると、大阪市

は転入超過が続いており、超過数は拡大傾向にある。また、転出超過数は明石市、西

宮市へは拡大傾向にあり、宝塚市、東京圏へは縮小傾向にある。 
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３ 町丁目別移動 

ファミリー世帯の社会増減を詳細に把握するために、地区ごとに転入・転出超過数

が多い町丁目を掲出した。転入超過となっている町丁目をみると、令和４年は、小田

地区の「⾧洲西通１丁目」（72世帯）、園田地区の「小中島１丁目」（58世帯）、「食満５

丁目」（36世帯）で超過数が多くなっている。 

一方、転出超過となっている町丁目をみると、武庫地区の「南武庫之荘７丁目」（25

世帯）、小田地区の「潮江1丁目」（24世帯）、園田地区の「南塚口町３丁目」（20世帯）

が多くなっている。  
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町丁目別 ファミリー世帯の社会増減（平成３０年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：尼崎市都市政策課  
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町丁目別 ファミリー世帯の社会増減（令和元年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：尼崎市都市政策課 
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町丁目別 ファミリー世帯の社会増減（令和２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：尼崎市都市政策課   
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町丁目別 ファミリー世帯の社会増減（令和３年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：尼崎市都市政策課  
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町丁目別 ファミリー世帯の社会増減（令和４年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：尼崎市都市政策課 
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Ⅳ 尼崎市の人口の動向―令和２年国勢調査を中心に 
１ 人口構成の変化と少子化 

（1）人口構成 

令和２年国勢調査による尼崎市の人口は458,309人であり、人口ピラミッドをみる

と、低出生率、低死亡率のつぼ型をしている。 

年齢階級別にみると、男性では50～54歳（19,227人）、45～49歳（17,987人）、55～

59歳（15,713人）の順で多く、女性では50～54歳（18,789人）、45～49歳（17,383人）、

70～74歳（16,642人）の順で多い。男女とも、団塊のジュニア世代（46～49歳）より

も上の50～54歳が最も多い点が特徴的である。 

40～44歳以下の年齢階級別人口は、年齢が下がるほど少ない傾向があり、20～24歳

は22,810人、15～19歳は18,513人、4歳以下は16,736人となっている。 

また、全市の人口性比（女性100人に対する男性の数）は94.2となっており、男性が

少ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来推計値による全市の人口をみると、令和17年は405,569人で、令和２年より約

53,000人減少、令和27年は376,112人で、令和２年より約82,000人減少すると推計され

ている。 

将来推計値に基づく人口ピラミッドをみると、年少人口（0～14歳人口）は、令和２

年と比較して令和17年推計値では約13,000人、令和27年推計値では約16,000人減少す

ると推計されており、ピラミッドの裾はより狭くなっている。 

また 、39歳 以下 の若 年 層 に注 目す ると 、 令 和 17年推 計値 では 35～39歳が 最多 の

23,197人、令和27年推計値でも35～39歳が最多で20,484人となっている。令和２年に

45～54歳の人口の多くが、令和17年には老年人口（65歳以上）となる一方で、この世
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代を支える生産年齢人口（15～64歳）、特に若年層がさらに減少すると予想されてい

る。 
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（2）出生率 

①合計特殊出生率 

尼崎市の合計特殊出生率（15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、

１人の女性が一生の間に生む子どもの数に相当する。）は、昭和 60 年は 1.64 で、兵庫

県の 1.75、全国の 1.76 を下回っていた。平成 17 年には 1.27 まで低下したが、平成

22 年に 1.51 に上昇した後は、ほぼ横ばいで推移し、令和２年も 1.51 となっている。

また、平成 17 年以降は、兵庫県、全国の合計特殊出生率を上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②女性の年齢階級別出生率 

尼崎市の女性の年齢階級別の出生率をみると、令和２年は、30～34 歳が 108.7（女

性人口 1,000 人当たり）と最も高く、次いで、25～29 歳が 88.5、35～39 歳が 57.2 の

順で高くなっている。 

令和２年の年齢階級別出生率を平成 27 年と比較すると、25 歳以上では各年齢階級

とも平成 27 年を上回っているものの、20～24 歳は 29.0 となり 7.2 ポイント低下、15

～19 歳で 5.0 となり 1.9 ポイント低下しており、若い世代での出生率が低下している。 
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（3）未婚率 

本市の令和２年における20～54歳の未婚率をみると、男性は、20～24歳で94.1％、

25～29歳で68.1％、30～34歳で43.4％と、年齢が上がるごとに低下し、35歳以上では

30％前後となっている。また、40歳以上は、兵庫県、全国を上回っている。 

女性は、20～24歳は91.8％、25～29歳で60.4％、30～34歳で36.0％となり、35歳以

上では３割を下回る。30歳以上は全国、兵庫県を上回っている。 

平成27年と比較すると、男性は、20～24歳で2.4ポイント、40歳代以上で0.3～3.7ポ

イント上昇し、30歳代では1.4～2.6ポイント低下している。女性は、30歳代で1.1～2.9

ポイント低下しているが、20歳代は0.1～2.3ポイント上昇している。 
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２ 単身世帯及び高齢単身世帯の動向 

令和２年の本市における単身世帯は95,671世帯で、構成比は平成27年の41.2％より2.1

ポイント上昇して43.3％となり、近隣市では大阪市、神戸市に次いで高くなっている。 

また、令和２年の本市における高齢単身世帯は28,198世帯となり、構成比は平成27年

の13.7％より0.9ポイント低下して12.8％となり、近隣市では西宮市に次いで低く、伊丹

市と同水準である。 
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３ 昼夜間人口比率 

令和２年における本市の昼夜間人口比率※は0.966であり、通勤等による市外への流出

人口が市内への流入人口を上回っている。近隣市のなかでは、本市は、大阪市（1.284）、

神戸市（1.023）に次いで高く、通勤等による流入人口が比較的多い。 

また、本市において令和２年（0.966）は、平成27年（0.963）と比べると0.003ポイン

ト上昇しており、伊丹市（0.027ポイント）や宝塚市（0.011ポイント）、明石市（0.009ポ

イント）と比べると、上昇幅が小さくなっている。 

 

 
 

 

  

                                                      
※  昼夜間人口比率は、昼間人口（常住人口から通勤・通学による市外への流出人口を差し引き、通勤・通学による

市外からの流入人口を加えた人口）を夜間人口（常住人口）で除したものである。１を超える場合、流入人口が流

出人口を上回ることを意味する。 
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